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第 1 節 社会福祉法人の定義及び基本的な性格 

 

  社会福祉法人とは、昭和 26 年に制定された社会福祉事業法（平成 12 年

社会福祉法（以下、「法」という）に全面改正）により創設された、「社会福祉

事業を行うことを目的として、社会福祉法の定めるところにより設立された

法人」をいいます。（法第 22 条） 

  平成 18 年の改正前の民法第 34 条に基づく公益法人から発展した特別法

人であり、「公益性」と「非公益性」の両面の性格を備えている法人格になり

ます。日本国憲法第 89 条の「公の支配に属しない慈善又は博愛の事業に対す

る公金支出禁止規定」を回避するために制度化されたものが、社会福祉法人制

度です。 

 

 

 

 

第 2 節 社会福祉法人の行う事業 

 

  社会福祉法人は、法第 24 条経営の原則に基づき、社会福祉事業を行いま

す。 

  また、社会福祉事業に支障がない限り、必要に応じて公益事業または収益事

業を行うことができます。 

  なお、社会福祉法人は、地域福祉の推進に努める使命を有していることから、

社会福祉事業及び公益事業を行うにあたり、日常生活または社会福祉生活上

の支援を必要とする者に対して、無料または低額な料金で福祉サービス（いわ

ゆる「地域における公益的な取組」）を積極的に提供するよう努めなければな

りません。 
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第 3 節 社会福祉事業 

 

  社会福祉事業は、「第一種社会福祉事業」「第二種社会福祉事業」に区分され

ており、事業内容は社会福祉法第 2 条に限定列挙されています。 

 

（１） 第一種社会福祉事業（法第 2 条第 2 項） 

主に、利用者が入所することにより生活の大部分をその中で営む施設を経営

する事業が該当します。 

  第一種社会福祉事業は、利用者への影響が大きいため、国、地方公共団体ま

たは社会福祉法人が経営主体となることが原則です。施設を設置して第一種

社会福祉事業を経営しようとするときには、都道府県知事等への届出が必要

になります。その他の者が第一種社会福祉事業を経営しようとするときには、

都道府県知事等の許可を得ることが必要になります。個別法により、保護施設、

養護老人ホーム及び特別養護老人ホームは、国、地方公共団体または社会福祉

法人に限定されています。 

 

≪事業内容≫ 

① 生活保護法に規定する事業（法第 2 条第 2 項第 1 号） 

・救護施設（生活保護法第 38 条第 2 項） 

・更生施設（同法第 38 条第 3 項） 

・医療保護施設（同法第 38 条第 3 項） 

・授産施設（同法第 38 条第 5 項） 

・宿泊提供施設（同法第 38 条第 6 項） 

・助葬事業（法第 2 条第 2 項第 1 号） 

 

② 児童福祉法に規定する事業（法第 2 条第 2 項第 2 号） 

・乳児院（児童福祉法第 37 条） 

・母子生活支援施設（同法第 38 条） 

・児童養護施設（同法第 41 条） 

・障害児入所施設（同法第 42 条） 

・児童心理治療施設（同法第 43 条の 2） 

・児童自立支援施設（同法第 44 条） 
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③ 老人福祉法に規定する事業（法第 2 条第 2 項第 3 号） 

・養護老人ホーム（老人福祉法第 20 条の 4） 

・特別養護老人ホーム（同法第 20 条の 5） 

・軽費老人ホーム（同法第 20 条の 6） 

 

④ 障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律）に規定する事業（法第 2 条第 2 項第 4 号） 

・障害者支援施設（障害者総合支援法第 5 条第 11 項） 

 

⑤ 売春防止法に規定する事業（法第 2 条第 2 項第 6 項） 

・婦人保護施設（売春防止法第 36 条） 

 

⑥ その他の事業（法第 2 条第 2 項第 7 項） 

・授産施設を経営する事業 

・生計困難者に対して無利子又は低金利で資金を融通する事業 

 

（２） 第二種社会福祉事業（法第 2 条第 3 項） 

主に、在宅で利用するサービスを行う事業が該当します。 

 第二種社会福祉事業は、利用者への影響が少ないため、経営主体の制限があ

りません。すべての経営主体が届出をすることにより事業経営が可能となりま

す。 

 

≪事業内容≫ 

① 生計困難者に対する支援・相談事業（法第 2 条第 3 項第 1 号） 

・生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくは 

これに要する金銭を与え、または生活に関する相談に応ずる事業 

 

② 生活困窮者自立支援法に規定する事業（法第 2 条第 3 項第 1 項の 2） 

・認定生活困窮者就労訓練事業（生活困窮者自立支援法第10条第1項） 

 

③ 児童福祉法に規定する事業（法第 2 条第 3 項第 2 号） 

・障害児通所支援事業（児童福祉法第 6 条の 2 の２第 1 項から第６項） 

・障害児相談事業（同法第 6 条の 2 の２第７項から第９項） 

・児童自立生活援助事業（同法第 6 条の３第 1 項） 

・放課後児童健全育成事業（同法第 6 条の３第２項） 

・子育て短期支援事業（同法第 6 条の３第３項） 
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・乳児家庭全戸訪問事業（同法第 6 条の３第４項） 

・養育支援訪問事業（同法第 6 条の３第５項） 

・地域子育て支援拠点事業（同法第 6 条の３第６項） 

・一時預かり事業（同法第 6 条の３第７項） 

・小規模住居型児童養育事業（同法第 6 条の３第８項） 

・病児保育事業（同法第 6 条の３第１３項） 

・子育て援助活動支援事業（同法第 6 条の３第１４項） 

・児童の福祉の増進について相談に応ずる事業 

 

④ 児童福祉法に規定する施設（法第 2 条第 3 項第 2 号） 

・助産施設（児童福祉法第 36 条） 

・小規模保育所(利用定員が10人以上のもの)(同法第6条の３第10項） 

・保育所（認可保育所）（同法第 3９条） 

・児童厚生施設（同法第４０条） 

・児童家庭支援センター（同法第４４条の２第 1 項） 

 

⑤ 認定こども園法（就業前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供 

の推進に関する法律）に規定する施設(法第 2 条第 3 項第 2 項の 2) 

・幼保連携型認定こども園（認定こども園法第 2 条第 7 項） 

 

⑥ 母子及び父子並びに寡婦福祉法に規定する事業(法第２条第３項第３号) 

・母子家庭等日常生活支援事業（母子及び父子並びに寡婦福祉法第 17 条） 

・寡婦日常生活支援事業（同法第３３条） 

・母子・父子福祉センター（同法第３９条第 2 項） 

・母子・父子休養ホーム（同法第３９条第３項） 

 

⑦ 老人福祉法に規定する事業（法第 2 条第 3 項第 4 号） 

・老人居宅介護等事業（老人福祉法第 5 条の２第 2 項） 

・老人デイサービス事業（同法第 5 条の２第３項） 

・老人短期入所事業（同法第 5 条の２第４項） 

・小規模多機能型居宅介護事業（同法第 5 条の２第５項） 

・認知症対応型老人共同生活援助事業（同法第 5 条の２第６項） 

・複合型サービス福祉事業（同法第 5 条の２第７項） 
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⑧ 老人福祉法に規定する施設（法第 2 条第 3 項第 4 号） 

・老人デイサービスセンター（老人福祉法第 20 条の 2 の 2） 

・老人短期入所施設（同法第 20 条の 3） 

・老人福祉センター（同法第 20 条の７） 

・老人介護支援センター（同法第 20 条の７の２） 

 

【参考】「老人デイサービスセンター」と「老人デイサービス事業」の違い 

〇 老人デイサービスセンター 

・・・基本的なサービスをデイサービス専用の設備（ベッド、浴室及び

食堂）により提供しており、独立した施設として位置づけている

場合 

〇 老人デイサービス事業 

・・・特別養護老人ホーム等に併設して行われるもので、基本的な設備

（ベッド、浴室及び食堂）がデイサービス専用でない場合 

 

【参考】「老人短期入所施設」と「老人短期入所事業」の違い 

〇 老人短期入所施設 

・・・専用ベッド、浴室及び食堂を専用の施設として有し、かつ、老人

短期入所施設として独立してその機能を果たしうる職員配置を

有する場合 

〇 老人短期入所事業 

・・・特別養護老人ホーム等に併設して行われるもので、基本的な設備

（ベッド、浴室及び食堂）が短期入所専用でない場合 

 

⑨ 障害者総合支援法に規定する事業（法第 2 条第 3 項第 4 号の 2） 

・障害福祉サービス事業（障害者総合支援法第5条第１項から第17項） 

・一般相談支援事業（同法第 5 条第 1８項から第 21 項） 

・特定相談支援事業（同法第 5 条第 1８項、第 19 項、第 22 項、第 23 項） 

・移動支援事業（同法第 5 条第 26 項） 

 

⑩ 障害者総合支援法に規定する施設（法第 2 条第 3 項第４号の２） 

・地域活動支援センター（障害者総合支援法第 5 条第 27 項） 

・福祉ホーム（同法第 5 条第 28 項） 
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⑪ 身体障害者福祉法に規定する事業（法第 2 条第 3 項第 5 号） 

・身体障害者生活訓練等事業（身体障害者福祉法第 4 条の 2 第 1 項） 

・手話通訳事業（同法第 4 条の 2 第 2 項） 

・介助犬訓練事業（同法第 4 条の 2 第 3 項） 

・聴導犬訓練事業（同法第 4 条の 2 第 3 項） 

 

⑫ 身体障害者福祉法に規定する施設（法第 2 条第 3 項第 5 号） 

・身体障害者福祉センター（身体障害者福祉法第 31 条） 

・補装具制作施設（同法第 32 条） 

・盲導犬訓練施設（同法第 33 条） 

・視聴覚障害者情報提供施設（同法第 34 条） 

・身体障害者更生相談所（同法第 11 条） 

 

⑬ 知的障害者福祉法に規定する施設（法第 2 条第 3 項第 6 号） 

・知的障害者更生相談所（知的障害者福祉法第 12 条） 

 

⑭ その他の事業 

・生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、ま 

たは宿泊所その他の施設を利用させる事業（法第 2 条第 3 項第 8 号） 

・生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業（法第 2 条 

 第 3 項第 9 号） 

・生計困難者のために、無料又は低額な料金で介護保険法に規定する介護 

老人保健施設を利用させる事業（法第 2 条第 3 項第 10 号） 

・隣保事業（法第 2 条第 3 項第 11 号） 

・福祉サービス利用援助事業（法第 2 条第 3 項第 12 号） 

・社会福祉事業に関する連絡又は助成を行う事業（法第2条第 3項第13 

号） 
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（３） 社会福祉事業の適用除外事業（法第 2 条第 4 項） 

次に掲げるものは、上記の社会福祉事業と内容が同じ場合でも、社会福祉事

業として取り扱いません。 

 

≪事業内容≫ 

① 更生保護事業法に規定する更生保護事業 

② 実施期間が 6 月（連絡助成事業にあっては 3 月）を超えない事業 

③ 社団または組合が行う事業であって、社員または組合員のためにす 

るもの 

④ 法第 2 条第 2 項各号の事業及び同条第 3 項第 1 号から第 9 号まで 

に掲げる事業であって、常時保護を受ける者が入所させて保護を行うも 

のにあっては 5 人、その他の者にあっては 20 人（政令で定める事業 

にあっては 10 人）に満たないもの 

⑤ 社会福祉事業の助成を行うものであって、助成金額が毎年度 500 万 

円に満たないもの、または助成を受ける社会福祉事業の数が毎年度 50 

に満たないもの 
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第 4 節 社会福祉事業以外の事業 

 

社会福祉法人がその経営する社会福祉事業に支障がない限り、公益事業及び

収益事業を行うことができます。（法第 26 条） 

公益事業及び収益事業は、「社会福祉事業に対して従たる地位にある」ことが

前提であるため、年間事業費や規模で社会福祉事業の額を超える事業運営はで

きません。 

 

（１） 公営事業（社会福祉法人審査基準第 1 の 2・審査要領第 1 の 2） 

 

≪公益事業の要件≫ 

下記にあげる要件を満たした場合、公益事業を行うことが認められています。 

 

① 公益を目的とする事業であって、社会福祉事業以外の事業であること。 

② 公益事業には、次のような事業が含まれる（社会福祉事業であるものを 

除く。） 

ア 必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サ 

ービス事業者等との連絡調整を行う等の事業 

イ 必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケー 

ション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調整等（以下「入浴等」

という。）を支援する事業 

ウ 入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、 

住居を提供または確保する事業 

エ 日常生活を営むのに支障がある状態の軽減または悪化の防止に関す 

る事業 

オ 入所施設からの退院・退所を支援する事業 

カ 子育て支援に関する事業 

キ 福祉用具その他の用具または機器及び住環境に関する情報の収集・ 

整理・提供に関する事業 

ク ボランティアの育成に関する事業 

ケ 社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉 

士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者 

等の育成事業等） 

コ 社会福祉に関する調査研究等 
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サ 社会福祉法第 2 条第 4 項第 4 号に掲げる事業（いわゆる「事業規模 

要件」を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業） 

シ 介護保険法に規定する居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、 

介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支 

援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施設を経営する事業若しくは 

地域支援事業を市町村から委託して実施する事業または老人保健法に 

規定する指定老人訪問看護を行う事業【※1】 

ス 有料老人ホームを経営する事業 

セ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律第 26 号） 

第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅事業（スを除く。）  

ソ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律 

（平成 19 年法律 第 112 号）第８条に規定する住宅確保要配慮者 

円滑入居賃貸住宅事業  

タ 社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の 

福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する 

事業 

チ 公益的事業を行う団体に事務所、集会所等として無償または実費に 

近い対価で使用させるために会館等を経営する事業【※２】 

 

※１ 居宅介護支援事業等を、特別養護老人ホーム等社会福祉事業の用に供する施設の経営に

付随して行う場合及び規模が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業または社会福

祉事業の用に供する施設の機能を活用して行う事業の場合には、定款上、公益事業として

記載しなくとも差し支えありません。 

 

※２ 営利を行う者に対して、無償又は実費に近い対価で使用されるような計画は適当ではあ

りません。また、このような者に対して収益を得る目的で貸与する場合は、収益事業とな

ります。 

 

③ 当該事業を行うことにより、当該法人の行う社会福祉事業の円滑な遂行

を妨げるおそれのないものであること。 

④ 当該事業は、当該法人の行う社会福祉事業に対し、従たる地位にあるこ

とが必要であること。 

⑤ 社会通念上は公益性が認められるものであっても、社会福祉と全く関係

のないものを行うことは認められないこと。 

⑥ 公益事業において剰余金を生じたときは、当該法人が行う社会福祉事業

または公益事業に充てること。 
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（２） 収益事業（審査基準第 1 の 3、審査要領第 1 の 3） 

≪収益事業の要件≫ 

下記にあげる要件を満たした場合、収益事業を行うことが認められます。 

 

①  法人が行う社会福祉事業または公益事業（社会福祉法施行令第 13 条及

び平成 14 年厚生労働省告示第 283 号に掲げるものに限る。以下③も同

様。）の財源に充てるため、「一定の計画の下に収益を得ることを目的とし

て反復継続して行われる行為であって、社会通念上事業と認められる程度

のもの」であること。 

② 事業の種類については、特別の制限はないが、法人の社会的信用を傷つけ

るおそれがあるもの、または投機的なものは適当でないこと。なお、法人税

法第 2 条第 13 号にいう収益事業の範囲に含まれない事業であっても、法

人の定款上は収益事業として扱う場合もあること。 

③ 当該事業から生じた収益は、当該法人が行う社会福祉事業または公益事業

の経営に充当すること。 

④ 当該事業を行うことにより、当該法人の行う社会福祉事業または公益事業

の円滑な遂行を妨げるおそれのないものであること。 

⑤ 当該事業は、当該法人の行う社会福祉事業に対し従たる地位にあることが

必要であり、社会福祉事業を超える規模の収益事業を行うことは認められな

いこと。 

⑥ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第 14 条に基づく資金の貸付を受けて行

う、同法施行令第 6 条第 1 項各号に掲げる事業については、③は適用され

ないものであること。 

 

（３） 収益事業として定款に記載する必要のない場合 

次のような場合は、≪収益事業の要件≫①の「一定の計画の下に収益を得る

ことを目的として反復継続して行われる行為であって、社会通念上事業と認め

られる程度のもの」に該当しないので、結果的に収益を生ずる場合であっても、

収益事業として定款に記載する必要はないとされています。 

 

① 当該法人が使用することを目的とする設備等を外部の者に依頼されて、

当該法人の業務に支障のない範囲内で使用させる場合 

（例）会議室を法人が使用しない時間に外部の者に使用させる場合等 

② たまたま適当な興行の機会に恵まれて慈善興行を行う場合 

③ 社会福祉施設等において、専ら施設利用者の利便に供するため売店を経

営する場合 
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（４） 社会福祉法人が行うことの出来ない事業の例 

①「法人の社会的信用を傷つけるおそれ」のある事業 

ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年 

法律第 122 号）にいう風俗営業及び風俗関連営業 

イ 高利な融資事業 

ウ 前に掲げる事業に不動産を貸し付ける等の便宜を供与する事業 

 

②「社会福祉事業の円滑な遂行を妨げるおそれ」のある事業 

ア 社会福祉施設の付近において、騒音、ばい煙等を著しく発生させる 

ようなおそれのある場合 

イ 社会福祉事業と収益事業とが、同一設備を使用して行われる場合 

 

（５） 社会福祉法人が行うことの出来る事業の例 

① 当該法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル、駐車場の経営 

② 公共的施設内の売店の経営等、安定した収益が見込める事業 
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第５節 社会福祉法人の定款 

 

社会福祉法人は定款を定めなければなりません。定款は、所轄庁の認可を受

けて初めて効力を生じます。 

 

（１） 定款の記載事項 

社会福祉法人の定款の記載事項には、必要的記載事項、相対的記載事項及び

任意的記載事項があります。 

定款の必要的記載事項には、法第 31 条第 1 項各号に掲げる事項等が該当

し、当該事項のすべてを定款に記載する必要があり、その一つでも記載が欠け

ると、その定款は無効です。社会福祉法人はその特性を考慮し、民法の公益法

人よりも必要的記載事項の範囲が詳細にわたっています。 

 

≪社会福祉法第 31 条第 1 項に定める必要的記載事項≫ 

① 目的 

② 名称 

③ 社会福祉事業の種類 

④ 事務所の所在地 

⑤ 評議員及び評議員会に関する事項 

⑥ 役員（理事及び監事）の定数その他役員に関する事項 

⑦ 理事会に関する事項 

⑧ 会計監査人を置く場合には、これに関する事項 

⑨ 資産に関する事項 

⑩ 会計に関する事項 

⑪ 公益事業を行う場合には、その種類 

⑫ 収益事業を行う場合には、その種類 

⑬ 解散に関する事項 

⑭ 定款の変更に関する事項 

⑮ 広告の方法 

⑯ 設立当初の役員及び評議員の氏名（法第 31 条第 3 項） 

⑰ 会計監査人を置く場合には、設立当初の会計監査人の氏名又は名称 

（法第 31 条第 4 項） 
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（２） 相対的記載事項 

必要的記載事項と異なり記載がなくても定款の効力に影響はありませんが、

法令上、定款に定めがなければその効力を生じない事項です。 

 

・会計監査人の設置（法第 36 条第 2 項 

・評議員の任期の伸長（法第 41 条第 1 項） 

・補欠として選任された評議員の任期（法第 41 条第 2 項） 

・役員の任期の短縮（法第 45 条） 

・評議員の決議事項（法第 45 条の 8 第 2 項） 

・評議員の議題（目的）提案の請求期間の短縮（法第 45 条の 8 第 4 項準

用一般法第 184 条） 

・評議員の議題（目的）提案の再提出制限の決議事項（法第 45 条の 8 第

4 項準用一般法第 185 号・第 186 号第 2 項） 

・評議員の議案提案の請求期間の短縮（法第 45 条の８第 4 項準用一般 

法第 186 条第 1 項） 

・評議員議案提案の再提出制限の決議要件（法第 45 条の８第 4 項準用 

一般法第 186 条第２項） 

・評議員による評議員会招集による通知不発出期間の短縮（法 45 条の 9

第 5 項第 2 号） 

・評議員会の決議定足数及び決議要件の加重（法第 45 条の 9 第 6 項） 

・評議員会の特別決議要件の加重（法第 45 条の 9 第７項） 

・評議員会の招集通知期間の短縮（法第 45 条の８第 4 項準用一般法第

186 条第１項・第 18２条） 

・理事会の招集権者（法第 45 条の 14 第１項） 

・理事会の決議定足数及び決議要件の加重（法第 45 条の 14 第４項） 

・理事会議事録の署名人（法第 45 条の 14 第 6 項） 

・理事会の招集通知期間の短縮（法第 45 条の 14 第 9 項準用一般法第

94 条第 1 項） 

・理事会の決議の省略（法第 45 条の 14 第 9 項準用一般法第 96 条） 

・理事長及び業務執行理事の職務執行報告の頻度（法第 45 条の 16 第 3

項） 

・理事の報酬等（法第 45 条の 16 第 4 項準用一般法第 89 条） 

・監事の報酬等（法第 45 条の 18 第 3 項準用一般法第 105 条） 

・理事会による理事等の損害賠償責任の一部免除（法第 45 条の 20 第 4

項準用一般法第 114 条第 1 項） 
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・非業務執行理事等の責任限定契約（法第 45 条の 20 第 4 項準用一般 

法第 115 条第 1 項） 

・解散事由（法第 46 条第 1 項第 2 号） 

・清算人会の設置（法第 46 条の 5 第 2 項） 

・清算法人の監事の設置（法第 46 条の 5 第 2 項） 

・清算人（法第 46 条の 6 第 1 項第 2 号） 

・複数清算人の業務決定の要件（法第 46 条の 10 第 2 項） 

・清算人会の招集権者（法第 46 条の 18 第 1 項） 

・清算人会の招集通知期間の短縮（法第46条の18第４項準用一般法 第

94 条第 1 項） 

・清算人会の決議定足数及び決議要件の加重（法第 46 条の 18 第 5 項 

準用一般法第 95 条第 1 項） 

・清算人会の決議の省略（法第 46 条の 18 第 5 項準用一般法第 96 条） 

 

（３） 任意的記載事項 

社会福祉法に規定がない、任意的記載事項には次のような事項があります。 

 

① 基本財産に関する規定 

② 事業計画の作成・承認・備置き 

③ 収支予算書の作成・承認・備置き 

④ 評議員会議長の選出 

⑤ 運営協議会または会員 

⑥ 職員 

 

（４） 租税特別措置法第 40 条の運用 

社会福祉法人が、租税特別措置法第 40 条の特例を受けるための国税庁長官

の承認を得るためには、国税庁長官の審査要件を満たした定款を設け、それに

伴って法人運営を行わなければなりません。 

（全国社会福祉法人経営者協議会編 平成 29 年版社会福祉法人モデル規程参照） 
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第６節 社会福祉法人の役員等 

 

（１） 法人の役員等に関する共通事項 

法人を運営していくためには、評議員及び役員（理事・監事）を必ず置かな

くてはなりません。 

 

① 関係行政庁の職員が法人の評議員または役員となることは法第６１

条第１項に規定する公私分離の原則に照らし適当でないので、差し控え

てください。ただし、社会福祉協議会にあっては、役員の総数の５分の

１を超えなければ認められます。（法第１０９条第５項） 

② 実際に法人運営に参画できない者を、評議員または役員として名目的

に選任することは適当ではありません。 

②  次に掲げる者は、評議員または役員となることはできません。（法第４０

条第１項及び第４４条第１項） 

ア 法人 

イ 心身の故障のため職務を適正に執行することができない者とし 

て厚生労働省令で定めるもの 

ウ 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又は法 

の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受 

けることがなくなるまでの者 

エ ウに該当する者を除くほか、禁固以上の刑に処せられ、その執行 

を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

オ 所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散 

当時の役員 

④ 暴力団等の反社会勢力の者は、評議員または役員となることはできま 

 せん。 

 

（２） 評議員の選任要件等 

① 評議員の数は、理事の員数を超える数としてください。定数は確実 

数とすることも「〇名以上〇名以内」とすることも可能です。 

② 評議員は、役員または当該法人の職員を兼ねることはできません。 

③ 評議員は、「社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者」 

のうちから、定款に定めるところにより選任する（法第３９条）ことと 

規定されており、法人において「社会福祉法人の適正な運営に必要な 

識見を有する者」として適正な手続きにより選任されている限り、制限 



 

16 

 

を受けるものではないこととされています。 

④ 評議員のうち、各評議員について、その配偶者または３親等以内の親

族、その他各評議員と厚生労働省令で定める特殊な関係（注１）にある者

が含まれてはいけません。なお、租税特別措置法第４０条を適用される

場合は、親族等特殊関係者の範囲が６親等以内の親族等となりますので

ご留意ください。 

⑤ 評議員の選任及び解任は、法人が定款で定める（法第３１条第１項第

５号）ことになっています。定款例では、法人に「評議員選任・解任委

員会」を置き、評議員の選任・解任は、同委員会において行うとありま

す。 

⑥ 評議員の任期は、選任後 4 年以内に終了する会計年度のうち最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとなります。（任期の起算日は、

就任日ではなく選任日です。） 

 

例：令和２年４月１日に選任された場合 

任期：令和２年４月１日から令和５年度決算に係る定時評議員会の日まで 

※ なお、定款の規定により４年を６年までに伸長することができます。 

 

※注１ 評議員のうちの各役員と特殊の関係がある者 

<抜粋>社会福祉法施行規則 

第２条の８ 法第４０条第５項に規定する各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者 

は、次に掲げる者とする。 

一 当該役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

二 当該役員の使用人 

三 当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

四 前二号に掲げる者の配偶者 

五 第一号から第三号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一

にする者 

六 当該役員が役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのある者にあっては、その代

表者又は管理人。以下この号及び次号において同じ。）若しくは業務を執行する社員である

他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該他の

同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の評議員の総数

の当該社会福祉法人の評議員の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。） 

七 他の社会福祉法人の役員又は職員（当該他の社会福祉法人の評議員となっている当該社

会福祉法人の評議員及び役員の合計数が、当該他の社会福祉法人の評議員の総数の半数を

超える場合に限る。） 
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（３） 評議員会の開催 

定時評議員会を、毎会計年度終了後、一定の時期に招集しなければなりませ

ん。一定の時期とは、所轄庁に届け出る計算種類の作成期限が会計年度（４月

～翌年３月）終了後３か月以内とされているため、６月末日までとなります。 

定時評議員会のほか、必要ある場合はいつでも評議員会を招集できます。 

理事会の決議により評議員会の日時・場所、議題、議案の内容を決定した上

で、原則として理事（通常は理事長）が招集権者として、評議員会を招集しま

す。（電磁的方法により通知を発することはできますが、招集通知を省略する

ことはできません。） 

 

（４） 評議員会の決議 

評議員会は、法令及び定款で定められた事項に限り決議することができます。 

議決に加わることができる評議員（特別の利害関係のある評議員は議決に加

わることができません。）の過半数が出席し、その過半数をもって決議（普通

決議）します。 

法律の規定する一定の議題については、議決に加わることの出来る評議員の

現員数の３分の２以上の多数をもって決議（特別決議）しなければなりません。 

議決権の行使については、書面等による決議や代理人による決議は認められ

ません。ただし、議決に加わることの出来る評議員全員が書面又は電磁的記録

により同意の意思表示をした時には、当該提案を可決することの評議員会の決

議があったものとみなされます。（いわゆる「決議の省略」） 

 

【参考】

３親等以内の親族等

【凡例】

血族

姻族

無職

孫

曾孫

配偶者

配偶者

役員本人 配偶者

叔父・叔母

兄弟姉妹

甥・姪配偶者子

親等なし

１親等

２親等

３親等

曾祖父母 曾祖父母

祖父母 祖父母

父母 父母配偶者 叔父・叔母

配偶者 兄弟姉妹

配偶者 甥・姪
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評議員会の要決議事項（法令で規定されているもの） 

普通決議を要する事項 特別決議を要する事項 

・理事・監事・会計監査人の選任 

・理事・会計監査人の解任 

・理事・監事の報酬 

・計算書類の承認 

・役員及び評議員報酬基準の承認及び

その変更承認 

・社会福祉充実計画の承認 

・監事の解任 

・理事等の責任の一部免除 

・定款の変更 

・解散 

・吸収合併により消滅又は存続する場

合の吸収合併契約 

・新設合併により消滅する場合の新設

合併契約 

※ その他定款において任意的事項として規定することが考えられる事項（いずれも普通決議

を要する） 

例１）事業計画及び収支予算を評議員会承認事項とする場合 

例２）評議員会運営規程を設ける場合 

例３）その他の諸規定の一部を評議員会決議事項とする場合 

例４）施設の新設・大規模改修 

 

（５） 評議員会議事録の記載事項 

評議員会議事録に記載する必要がある事項は次のとおりです。（社会福祉

法施行規則第２条の 15 第 3 項） 

① 評議員会が開催された日時及び場所（テレビ会議等、当該場所に存し 

ない理事、監事、会計監査人または評議員が評議員会に出席した場合に 

おける当該出席の方法を含む） 

② 評議員会の議事の経過の要領及びその結果 

③ 決議を要する事項について、特別の利害関係を有する評議員があると 

 きには、当該評議員の氏名 

④ 監事や会計監査人（辞任した者を含む。）が、法律に基づく意見または 

発言をした時のその意見または発言の内容 

⑤ 評議員会に出席した評議員、理事、監事または会計監査人の氏名または 

名称 

⑥ 評議員会の議長がいるときは、議長の氏名 

⑦ 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名（議事の提案を行った理事 

長が妥当） 

 

【参考】 評議員会の議事録は、評議員会があった日から１０年間主たる事務所に、５年間従た

る事務所に据え置くことが定められています。（法第４５条の１１第２項） 
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（６） 理事の選任要件等 

① 理事の定数は６人以上です。定数は確定数とすることも「６名以上〇 

名以内」とすることも可能です。（法第４４条第３項） 

② 理事は、評議員会の決議により選任・解任します。 

③ 理事のうち１名を理事長としてください。また、理事長以外の理事の 

うち理事会の決議によって業務執行理事を選任することができます。 

④ 理事には「社会福祉事業の経営に関する識見を有する者（注２）」「当該 

法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者（注３）」 

「当該法人が施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理者」 

を加えることとされています。（法第４４条第４項） 

⑤ 理事同士が、親族等特殊関係人に該当する場合は、人数の制限があり 

ます。（注４）特に他の法人の理事に就任している人同士が、そのまま今回 

設立する法人の理事に就任する場合は、特殊関係に当たるので人数制限 

に注意してください。 

⑥ 理事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のもの 

に関する定時評議員会の終結の時までとなります。（任期の起算日は、就 

任日ではなく選任日です。） 

 

例：令和２年４月１日に選任された場合 

任期：令和２年４月１日から令和３年度決算に係る定時評議員会の日まで 

※ なお、定款の規定により２年未満に短縮することができます。 

 

※注２ 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 

🔴 社会福祉に関する教育を行う者 

🔴 社会福祉に関する研究を行う者 

● 社会福祉事業又は社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者 

● 公認会計士、税理士、弁護士等社会福祉事業の経営を行う上で必要か 

つ有益な専門知識を有する者 

※注３ 当該法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者 

● 社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団体の役職員 

● 民生委員・児童委員 

● 社会福祉に関するボランティア団体、親の会等の民間社会福祉団体 

等の代表者等 

● 医師、保健師、看護師等保健医療関係者 

● 自治会、町内会、婦人会及び商店会等の役員、その他その者の参画に 

より施設運営や在宅福祉事業の円滑な遂行が期待できる者 
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※注４ 理事のうち各理事と特殊の関係がある者 

各理事について、その配偶者及び３親等以内の親族、その他各理事と厚生労働

省で定める特殊な関係にある者が、３人を超えて含まれ、また、理事総数の３分

の１を超えて含まれてはいけません。なお、租税特別措置法第４０条を適用され

る場合は、親族等特殊関係者の範囲が６親等以内の親族等となりますのでご留意

ください。 

 

<抜粋>社会福祉法施行規則 

第２条の１０ 法第４４条第６項に規定する各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある

者は、次に掲げる者とする。 

一 当該理事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

二 当該理事の使用人 

三 当該理事から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

四 前二号に掲げる者の配偶者 

五 第一号から第三号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一

にする者 

六 当該理事が役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのある者にあっては、その代

表者又は管理人。以下この号及び次号において同じ。）若しくは業務を執行する社員である

他の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該他の

同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の理事の総数の

当該社会福祉法人の理事の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。） 

七 第２条７第８号の掲げる団体の職員のうち国会議員又は地方公共団体の議会の議員でな

い者（当該団体の職員（国会議員又は地方公共団体の議会の議員である者を除く。）である

当該社会福祉法人の理事の総数の当該社会福祉法人の理事の総数のうちに占める割合が、

三分の一を超える場合に限る。） 

 

（７） 理事会の開催 

理事会は、社会福祉法人の業務執行に関する意思決定機関として位置づけら

れるとともに、理事の職務の執行の監督、理事長の選任・解任など、理事及び

理事長に対して牽制機能を働かせます。 

開催日や開催回数は特に法令上の既定はありませんが、理事長及び業務執行

理事の職務執行報告回数は最低必要です。 

事業計画・予算審議（３月）、事業報告・決算審議（６月）の時期及び補正

予算の審議等、必要な時期に開催することが一般的です。 

その他必要に応じて何回でも理事会を開催できます。 

理事会を招集する者は、理事会の日の 1 週間（これを下回る期間を定款で定
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めた場合にあっては、その期間）前（中 7 日）までに、各理事及び各幹事に対

してその通知を出さなければなりません。しかし、理事及び監事の全員の同意

があるときは、招集の手続を経ることなく開催することができます。（いわゆ

る「招集の省略」） 

 

【参考】 理事長及び業務執行理事による理事会への職務執行報告 

理事長及び業務執行理事は、３か月に１回以上（定款で、毎会計年度に４か月を超える

間隔で２回以上することが可能）自己の職務の執行状況を理事会に報告しなければなり

ません。（法第４６条の１６第３項） 

なお、理事長及び業務執行理事の職務の執行状況報告は省略できないため、実際に理事

会を開催し、報告することが必要です。 

 

（８） 理事会の決議 

理事会は、法令で規定する事項、法令で理事に委任できないとする事項のほ

か、定款で理事会の決議を要すると規定した事項及び業務執行に関し理事会の

承認を求めるべきと判断される事項を決議事項とすることができます。 

議決に加わることができる理事（特別の利害関係のある理事は議決に加わる

ことができません。）の過半数が出席し、その過半数をもって決議します。 

理事が理事会の決議の目的である事項（議題）を提案した場合、議決権の行

使については、書面等による決議や代理人による決議は認められません。ただ

し、定款に理事会の決議の省略の規定があり、議決に加わることの出来る理事

全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をし、監事が当該提案に異議

を述べない場合には、当該提案を可決することの理事会の決議があったものと

みなされます。（いわゆる「決議の省略」） 

 

理事会の要決議事項（法令で規定されているもの） 

・理事長・業務執行理事の選任・解任 

・評議員会招集に係る事項 

・計算書類、事業報告、これらの付属明細書の承認 

・多額の借財 

・重要な役割を担う職員の選任・解任 

・従たる事業所その他の重要な組織の設置、変更、廃止 

・理事の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制その他社会福祉法

人の業務の適正を確保するために必要な体制の整備 

・役員の社会福祉法人に対する損害賠償責任の一部免除 

 



 

22 

 

（９） 理事会議事録の記載事項 

理事会議事録に記載する必要がある事項は次のとおりです。（社会福祉法施

行規則第 2 条の 17 第 3 項） 

① 理事会が開催された日時及び場所（テレビ会議等、当該場所に存しない 

理事、監事または会計監査人が理事会に出席した場合における当該出席 

の方法を含む。） 

② 理事や監事の請求等により理事会を開催した場合はその旨 

※理事長等の所定の招集権者が招集を行った場合は、記載不要。 

③ 理事会の議事の経過の要領及びその結果 

④ 決議を要する事項について、特別の利害関係を有する理事があるとき 

には、当該理事の氏名 

⑤ 次の意見または発言があるときは、その意見または発言の内容の概要 

・競業及び利益相反取引の制限に係る取引についての報告 

・理事が不正の行為をしたと認められるとき等における監事の報告 

・理事会で述べられた監事の意見 

⑥ 定款で議事録署名人を出席した理事長及び監事とする旨を定めている 

ときには、理事長以外の理事であって、理事会に出席した者の氏名 

⑦ 理事会に出席した会計監査人の氏名または名称 

⑧ 理事会の議長がいるときは、議長の氏名 

 

【参考】  理事会の議事録は、評議員会があった日から１０年間主たる事務所に据え置くこと

が定められています。（法第４５条の１５第１項） 

 

（１０） 監事の選任要件等 

① 監事の定数は２人以上です。定数は確定数とすることも「２名以上〇 

名以内」とすることも可能です。 

② 監事は、評議員会の決議により選任・解任します。 

  なお、監事の選任に関する議案には、監事の過半数の同意が必要です。 

③ 監事には「社会福祉事業について識見を有する者（注２）」「財産管理 

について識見を有する者（注５）」を加えることとされています。 

④ 監事は他の役員と親族等特殊関係（注６）にあってはなりません。 

⑤ 監事は、当該法人に係る社会福祉施設の整備、運営と密接に関連する 

業務を行うものであってはなりません。(例えば、監事の所属する事務 

所が法人の会計処理等を受託することはできません。) 

⑥ 当該法人の理事、評議員、職員（非常勤職員等雇用形態問わず）との 

兼務は禁止です。 
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⑦ 監事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のも 

のに関する定時評議員会の終結の時までとなります。（任期の起算日は、 

就任日ではなく選任日です。） 

 

例：令和５年４月１日に選任された場合 

任期：令和５年４月１日から令和６年度決算に係る定時評議員会の日まで 

 

※注５ 財産管理について識見を有する者 

● 弁護士 

● 公認会計士 

● 税理士 

● 会社等の監査役及び経営責任者等 

 

※注６ 監事のうち各役員と特殊の関係がある者 

 

<抜粋>社会福祉法施行規則 

第２条の１１ 法第４４条第７項に規定する各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある 

者は、次に掲げる者とする。 

一 当該役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

二 当該役員の使用人 

三 当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

四 前二号に掲げる者の配偶者 

五 第一号から第三号までに掲げる者の三親等以内の親族であって、これらの者と生計を一

にする者 

六 当該理事が役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのある者にあっては、その代

表者又は管理人。以下この号及び次号において同じ。）若しくは業務を執行する社員である

他 の同一の団体（社会福祉法人を除く。）の役員、業務を執行する社員又は職員（当該他

の同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の監事の総数

の当該社会福祉法人の監事の総数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。） 

七 当該監事が役員若しくは業務を執行する社員である他の同一の団体（当該監事及び当該

他の同一の団体の役員、業務を執行する社員又は職員である当該社会福祉法人の監事の総

数のうちに占める割合が、三分の一を超える場合に限る。） 

八 他の社会福祉法人の理事又は職員（当該他の社会福祉法人の評議員となっている当該社

会福祉法人の評議員の総数の半数を超える場合に限る。） 

※ 租税特別措置法第４０条を適用される場合は、親族等特殊関係者の範囲が６親等以内の

親族となりますのでご留意ください。 
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（１１） 監事監査報告 

監事は、理事の職務の執行を監査し、監査報告を作成しなければなりません。 

毎会計年度の計算書類（資金収支計算書、事業活動計算書、貸借対照表）、

及び事業報告並びにこれらの付属明細書、財産目録は、厚生労働省令に定める

ところにより、監事の監査を受けなければなりません。 

計算書類及びその付属明細書並びに財産目録の監査と、事業報告及びその付

属明細書の監査について、それぞれの監査報告の内容及びその作成等の手順に

関する規定が社会福祉法及び同法施行規則に設けられています。 

なお、監査報告書は、毎会計年度終了後３か月以内（６月３０日まで）に、

所轄庁に提出する必要があります。 

 

（１２） 会計監査人の選任要件等 

一定の事業規模を超える法人に対して、会計監査人による監査が義務付けら

れています。 

ただし、しばらくの間、収益３０億円を超える法人または負債６０億円を超

える法人に限られています。 

 

① 会計監査人は、公認会計士または監査法人でなければなりません。 

② 会計監査人は、評議員会の決議により選任します。(注７) 

③ 当該社会福祉法人の役員、職員、評議員、委託を受けて記帳代行を行 

う公認会計士、継続的な報酬を受けて税理士業務を行う公認会計士ま 

たはその配偶者（役員、職員においては、過去１年以内に役員、職員で 

あった者を含む。） 

 

※注７ 評議員会に提出する会計監査人の選任に関する議案の内容は、監事が決定しま 

す。 

評議員会の決議は、決議に加わることができる評議員の過半数が出席し、その 

過半数をもって行います。 
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第７節 社会福祉法人の会計 

 

社会福祉法人は社会福祉法人会計基準に従い、「会計帳簿」「計算書類」「そ

の付属明細書」「財産目録」を作成することとなっています。 

毎会計年度終了後 3 か月以内に「計算書類」「その付属明細書」「財産目録」

は理事会の承認を受け、このうち「計算書類」「財産目録」については、評議

員会の承認を受けた後、「計算書類」「その付属明細書」「財産目録」について

は、所轄庁に提出しなければなりません。 

また、法人の予算は、毎会計年度開始前に理事長において作成し、定款の定

めるところにより、理事会の承認または理事会の決議を得て、評議員の承認を

受けなければなりません。 

法人の会計には、事業区分ごと（社会福祉事業、公益事業、収益事業）、拠

点区分ごと（特別養護老人ホーム、保育所、障害者施設など）、サービス区分

ごと（通所介護、短期入所、就労支援 A 型など）に区分設定がされています。 

 

（１） 計算書類 

社会福祉法人は、法人全体、事業区分別、拠点区分別に計算書類（資金収支

計算書・事業活動計算書・貸借対照表）を作成します。 

 

社会福祉法人が作成する計算書類 

１ 〇印の様式は、事業区分が社会福祉事業のみの法人の場合省略できる。 

２ ◎印の様式は、拠点が 1 つの法人の場合省略できる。 

 資金収支計算書 事業活動計算書 貸借対照表 備   考 

法人全体 第一号第一様式 

法人単位資金収支計算書 

第二号第一様式 

法人単位事業活動計算書 

第三号第一様式 

法人単位貸借対照表 

 

 

事業区分 〇◎第一号第二様式 

資金収支内訳表 

〇◎第二号第二様式 

事業活動内訳表 

〇◎第三号第二様式 

貸借対照表内訳表 

左記様式では事業区分間の

内部取引消去を行う 

事業区分 

(拠点ごと) 

◎第一号第三様式 

事業区分資金収支内訳表 

◎第二号第三様式 

事業区分事業活動内訳表 

◎第三号第三様式 

事業区分貸借対照表内訳表 

左記様式では拠点区分間の

内部取引消去を行う 

拠点区分 第一号第四様式 

拠点区分資金収支計算書 

第二号第四様式 

拠点区分事業活動計算書 

第三号第四様式 

拠点区分貸借対照表 

 

 

サービス区分 ★拠点区分資金収支

明細書（別紙 3⑩） 

(介護保険・障害福祉サー

ビス等の場合省略できる) 

★拠点区分資金収支

明細書（別紙 3⑪） 

(保育所・措置施設等の場

合省略できる) 

 別紙３⑩ではサービス区分

間の内部取引消去を行う 
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３、★印の様式は、付属明細書として作成するが、その拠点で実施する事業の種類に応じて 1 つを省略で

きる。なお、サービス区分が 1 つの法人の場合どちらも省略できる。 

 

（２） その他の書類 

計算書類を補完するものとして、付属明細書、計算書類の注記、財産目録を

作成します。 

① 付属明細書 

該当する事由がない場合は、当該付属明細書の作成を省略できます。 

 

ア 全事業に係る付属明細書 

・借入金明細書（別紙３①） 

・寄附金収益明細書（別紙３②） 

・補助金事業等収益明細書（別紙３③） 

・事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書（別紙３④） 

・事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書（別紙３⑤） 

・基本金明細書（別紙３⑥） 

・国庫補助金等特別積立金明細書（別紙３⑦） 

・基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書 

（別紙３⑧） 

・引当金明細書（別紙３⑨） 

・拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩） 

・拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪） 

・積立金・積立資産明細書（別紙３⑫） 

・サービス区分間繰入金明細書（別紙３⑬） 

・サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書（別紙３⑭） 

 

イ 就労支援事業等に係る付属明細書 

・就労支援事業別事業活動明細書（別紙３⑮） 

・就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）（別紙３⑮-2） 

・就労支援事業製造原価明細書（別紙３⑯） 

・就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）（別紙３⑯-2） 

・就労支援事業販管費明細書（別紙３⑰） 

・就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）（別紙３⑰-2） 

・就労支援事業明細書（別紙３⑱） 

・就労支援事業明細書（別紙３⑱-2）(注 1) 

・授産事業費用明細書（別紙３⑲） 
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（注１） サービス区分ごとに定める就労支援事業について、各就労支援事業の年間売上高から

5,000 万円以下であって、多種少額の生産活動を行う等の理由により、製造業務と販売業

務に係る費用を区分することが困難な場合、別紙３(⑯-2)と別紙 3(⑰-2)を合算して別紙

3(⑱-2)を作成します。 

 

② 計算書類の注記 

注記は法人全体及び各拠点区分で作成します。 

 

一  継続事業の前提に関する注記★ 

二  重要な会計方針 

三  重要な会計方針の変更 

四  法人で採用する退職給付制度 

五  法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

六  基本財産の増減の内容及び金額 

七  基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別 

   積立金の取崩し 

八  担保に供している資産 

九  固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高 

十  債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

十一 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益 

十二 関連当事者との取引の内容★ 

十三 重要な偶発債務★ 

十四 重要な後発事象 

十五 合併又は事業の譲渡若しくは譲受けが行われた場合には、その旨 

及び概要★ 

十六 その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 

負債及び純資産の状況を明らかにするために必要な事項 

※ 「★」については、拠点区分の注記では、記載をしない。 

 

③ 財産目録 

財産目録は、法人全体の当該会計年度末現在における資産及び負債につ

いて、その名称、数量、金額等を詳細に表示するものです。 

その様式は、「局長通知別紙４」として定められています。 
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（３） 勘定科目 

社会福祉法人会計基準においては、資金収支計算、事業活動計算、資産、

負債及び純資産の内容を明確に記録するため、勘定科目が「基準別表第 1～

第 3」に次のとおり定められています。 

「基準別表第 1」資金収支計算書勘定科目 

「基準別表第 2」事業活動計算書勘定科目 

「基準別表第 3」貸借対照表勘定科目 

さらに、「課長通知別添３－勘定科目説明」において、勘定科目とその内

容が詳細に説明されています。 

勘定科目は、原則として、大区分、中区分、小区分に区分されますが、計

算書類様式によってその計上すべき勘定科目の記載区分が規定されていま

す。 

 

≪勘定科目の取扱い≫ 

計算書類等 勘定科目の取扱い 

様式番号 名 称 記載区分 省 略 追加・修正 

第 1 号第1様式 法人単位資金収支計算書 

大区分 

のみ 

必要のない勘定科目

（大区分）は省略可 
不可 

第 2 様式 資金収支内訳書 

第 3 様式 事業区分資金収支内訳書 

第 2 号第1様式 法人単位事業活動計算書 

第 2 様式 事業活動内訳書 

第 3 様式 事業区分事業活動内訳書 

第 1 号第4様式 拠点区分資金収支計算書 

小区分 

のみ 

必要のない勘定科目

は省略可(大区分・中

区分・小区分それぞ

れについて省略可） 

(勘定科目の中区分) 

やむを得ない場合、勘定科目を追加可 

(勘定科目の小区分) 

適当な勘定科目を追加可 

なお、小区分をさらに区分する必要が

ある場合には、小区分の下に適当な科

目を設けて処理することができる 

第 2 号第4様式 拠点区分事業活動計算書 

別紙３⑩ 拠点区分資金収支明細書 

別紙３⑪ 拠点区分事業活動明細書 

第 3 号第1様式 法人単位貸借対照表 

中区分 

のみ 

必要のない中区分の

勘定科目は省略可

(大区分の勘定科目

は省略不可） 

第 2 様式 貸借対照表内訳表 

第 3 様式 事業区分貸借対照表内訳表 

第 4 様式 拠点区分貸借対照表 

 
追加・修正が不可とされていても、大区分科目として「(何)事業収益(収入)」「(何)収益(収入)」
「(何)費用(支出)」が設定されているため、それらの「(何)」について適当な名称を付した勘定科
目を作成することは可能である。また、資金収支計算書、事業活動計算書及び貸借対照表のそれ
ぞれの区分ごとに「その他」科目は設けているので、事実上はどのような取引についても大区分
科目が選択できないという事態は発生しないものと思われる。 

 

 



 

29 

 

（４） 減価償却 

有形固定資産及び無形固定資産については、会計年度の末日において、毎

期一定の方法による償却計算が要請されています。 

 

① 減価償却の対象 

耐用年数が 1 年以上かつ使用または時の経過により価値が減ずる有形・

無形固定資産が対象になります。ただし、前述のうち取得価格が少額のも

のは減価償却の対象から除くこととされています。具体的には減価償却は

耐用年数が 1 年以上、かつ原則として 1 個若しくは 1 組の金額が 10 万

円以上の有形固定資産及び無形固定資産を対象とします。なお、土地など

減価が生じない資産（非償却資産）については、減価償却を行うことがで

きないものとされています。 

② 減価償却の方法 

減価償却の方法には、毎年一定額を減少させる定額法 

             毎年一定割合を減少させる定率法 があります。 

どちらにするかは、法人の経理規程で定めます。 

 

（５） 国庫補助金等特別積立金 

① 国庫補助金等特別積立金の積立 

国庫補助金等特別積立金には、施設及び設備の整備のために国、地方公共

団体等から受領した補助金、助成金、交付金等と同額を計上します。（基準

第 6 条第 2 項） 

 

≪国庫補助金等特別積立金の範囲≫ 

ア 施設及び設備の整備のための受領 

・整備費補助金・・・施設・設備整備時にその財源として受領する国庫 

補助金等 

・借入金元金償還補助金 

・・・施設・設備整備に伴って借入れした設備資金借入金の元金 

 

イ 国・地方公共団体等から受領した補助金・助成金及び交付金等 

・国・地方公共団体等から受領した補助金・助成金及び交付金等 

・・・「社会福祉施設等施設整備費の国庫負担（補助）について」   

に定める施設整備事業に対する補助金など、主として固定資産

の取得に充てられていることを目的として、国及び地方公共団

体等から受領した補助金、助成金及び交付金等をいいます。 
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・地方公共団体から無償または低廉な価格により譲り受けた土地や建 

物等の評価額（または評価差額） 

・・・このようなケースは寄付金としてではなく、国庫補助金等と

して扱われます。（課長通知 14(1)ア） 

・民間公益補助事業による助成金等 

・・・公益を目的として、社会福祉法人を含む一般に広く公募され

ている助成金を想定しています。 

・共同募金会から受ける配分金 

・・・施設整備及び設備整備目的で共同募金会から受ける受信者指定

寄付金以外の配分金も国庫補助金等に含むものとされています。 

 

② 国庫補助金等特別積立金の取崩し 

国庫補助金等特別積立金は、毎会計年度、国庫補助金等により取得した資

産の減価償却費等により事業費用として費用配分される額の国庫補助金等

の当該資産の取得原価に対する割合に相当する額を取崩し、事業活動計算書

のサービス活動費用に控除項目として計上します。 

 

（６） 引当金 

引当金の要件として、次の 4 点が挙げられます。 

 ・将来の特定の費用または損失 

 ・その発生が当該会計年度以前の事象に起因 

・発生の可能性が高い 

 ・その金額を合理的に見積もることができる 

 

① 引当金の種類 

ア 徴収不能引当金・・毎会計年度末において徴収することが不可能な債

権を個別に判断し、当該債権を計上する 

イ 賞与引当金・・毎月の給与の他に賞与を支給する場合において、翌年

度に支給する職員賞与のうち、支給対象期間が当該年度に帰属する支給

見込額を賞与引当金として計上する 

ウ 退職給与引当金・・将来発生する退職給付額と積み立てた年金資産の

差額等を計算書類に計上する。 

エ 役員退職慰労引当金・・役員に対し在任期間中の職務執行の対価とし

て退職慰労金を支給する場合に計上する。 
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② 引当金の表示区分 

引当金の種類 表 示 区 分 

徴収不能引当金 当該金銭債権が流動資産であれば流動資産の控除項目、

固定資産であれば固定資産の控除項目となる 

賞与引当金 流動負債（通常 1 年以内に使用される見込みのため） 

退職給付引当金 固定負債（通常 1 年を超えて使用される見込みのため） 

役員退職慰労引当金 固定負債（通常 1 年を超えて使用される見込みのため） 

 

（７） 積立金と積立資産 

「積立金」の計上は、事業活動から生じた余剰金を一定の目的のために積立

という形で留保したものといえます。ただ、その積立目的を実効性のあるもの

とするためには、将来のその目的に充てるための「資産」の留保が伴っている

必要があります。そこで、「積立金」を計上する際は同額の「積立資産」を積

み立てること。また「積立金」に対応する「積立資産」を取崩す場合には、当

該「積立金」を同額取崩すこととなります。 

 

※「退職給付引当金」については、同額の「退職給付引当資産」を計上してください。 

 

（８） 措置費の弾力運用 

介護保険の報酬や障害者自立支援の給付費と異なり、養護老人ホームや、児

童養護施設等については、行政による措置入所であり、その運営に係る費用の

取扱いについては、資金の使途等が制限されています。しかし、良好な運営が

保たれている法人には、運営費（措置費）の使途について、弾力的な運用がで

きるようになっています。 

 

【参照】「社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導について」

（H16,3,12 雇児発第 0312001 号、社援発第 0312001 号、老発第 0312001 号）

（局長通知） 

 

① 措置費等支弁対象施設 

ア 生活保護法による保護施設 

イ 身体障害者福祉法による視聴覚障害者情報提供施設 

ウ 老人福祉法による養護老人ホーム 

エ 児童福祉法による児童福祉施設 
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② 運営費の弾力運用が認められる要件 

ア 適正な法人運営が確保されていると認められること。 

イ 適正な施設運営が確保されていると認められること。特に、適切な 

入所者処遇及び適正な職員処遇が実施されていること。 

ウ 「社会福祉法人会計基準」に基づく財産目録、貸借対照表及び収支 

計算書が公開されていること。 

エ 利用者本位のサービスの提供のため、毎年度、入所者等に対して苦 

情解決の仕組みが周知されており、第三者委員を設置し、苦情内容及 

び解決結果の定期的な公表を行うなど、利用者の保護に努めている 

こと。または、第三者評価を受信しその結果について公表を行い、サ 

ービスの質の向上に努めていること。 

 

③ 前期末支払資金残高の取扱い 

前期末支払資金残高については、あらかじめ理事会の承認を得た上で、

当該施設の人件費、光熱水料金等通常経費の不足分を補てんできるほか、

当該施設の運営に支障が生じない範囲において以下の経費に充てるこ

とができます。 

ア 法人本部の運営に要する経費 

イ 同一法人が経営する社会福祉法第2条に定める第1種社会福祉事 

業及び第 2 種社会福祉事業の運営に要する経費 

ウ 同一法人が運営する公益事業の運営に要する経費 

なお、翌年度に前期末支払資金残高として取り扱うことができる 

当期末支払資金残高は、当該年度の運営費（措置費）収入の 30％以 

下の保有となるようにします。 

 

④ 弾力的運用の一部制限 

上記②エについてのみ要件を満たさない法人については、利用者保護

に係る取組みが不十分なことから「社会福祉法人が経営する社会福祉施

設における運営費の運用及び指導について」（課長通知）問５のとおり一

部制限がかけられます。 

 

（９） 保育所運営費の経理 

保育所の委託費は原則、人件費（保育所に属する職員の給与、賃金等保育所

運営における職員の処遇に必要な一切の経費）、管理費（物件費・旅費等保育

所の運営に必要な経費）、事務費（保育所入所児童の処遇に直接必要な一切の

経費）として支弁されます。児童福祉法第 24 条第 1 項に由来する委託費に
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ついては「子ども・子育て支援法附則第 6 条の規定による私立保育所に対す

る委託費の経理等について」（H27,9,30 局長通知）の通知（以下「保育所経

理等通知」）により、適切な施設運営が確保されていることを前提に弾力運用

が認められています。 

 

① 弾力運用の前提条件【保育所経理通知１】 

ア 適正な施設運営の確保 

イ 保育対策等推進事業等の実施 

ウ 「社会福祉法人会計基準」に基づく計算書類等を保育所に備え付け 

閲覧に供すること。 

エ 利用者本位のサービスの提供のため、毎年度、入所者等に対して苦 

情解決の仕組みが周知されており、第三者委員を設置し、苦情内容及 

び解決結果の定期的な公表を行うなど、利用者の保護に努めている 

こと。または、第三者評価を受信しその結果について公表を行い、サ 

ービスの質の向上に努めていること。 

オ 処遇改善等加算の賃金改善要件（キャリアパス要件を含む。）のい 

ずれも満たしていること。 

 

② 前期末支払資金残高の取扱い 

ア 前期末支払資金残高の取崩しについては、あらかじめ所轄庁へ事前

協議の上で、以下の経費に充てることができます。 

・人件費、光熱水料等通常経費の不足分の補填 

・建物の修繕、模様替え等 

・建物付属設備の更新 

・省力化機器並びにソーラーシステム、集中冷暖房、給湯設備、フェ 

ンス、スプリンクラー、防火設備等の設備の整備 

・花壇、遊歩道等の環境の整備、その施設の用に供する駐車場、道路 

の舗装等 

・登所バス等の購入、修理等（登所バス以外の行事を目的とした車の 

購入については、別途要件有（保育所経理等運用通知・問 19）） 

 

イ 自然災害その他止むを得ない事由によりその取崩しを必要とする 

場合又は取り崩す額の合計額がその年度の取崩しを必要とする施設

に係る拠点区分の事業活動収入計（予算額）の３％以下である場合は

事前の協議を省略することができます。 
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ウ 翌年度に前期末支払資金残高として取り扱うことができる当期末 

支払資金残高は、当該年度の委託費収入の 30％以下の保有となるよ

うにします。 

 

（１０） 小口現金 

どうしても現金で支払う必要がある物品購入等で、予め資金を手元に置いて

おく（資金前渡）現金のことを言います。 

現金を、多額で保管することは、管理上も望ましくありませんので、経理規

程に限度額を定めておきます。 

 

（１１） 寄附金 

寄附（現金＝寄附金、現物＝寄附物品）はもらうだけでなく、会計処理が必

要になります。受領に当たっては、理事長の承認が必要です。基本財産（増築

等）の取得に係る寄附金は基本金への組入れも必要です。 

 

寄附金・基本物品の類型 

内容  勘定科目(C/F） 勘定科目(P/L) 備考 

寄附金 

経常経費に対するもの 経常経費寄附金収入 経常経費寄附金収益  

施設創設、増築等のための

基本財産等の取得に充て

るもの 施設整備等寄付金収入 施設整備等寄附金収益 

1 号基本金に

組入れ 

施設創設、増築等の運転資

金に充てるもの 

3 号基本金に

組入れ 

施設創設、増築等のための

基本財産等の取得に係る

借入金元金償還に対する

もの 

設備資金借入金元金償

還寄附収入 

設備資金借入金元金償

還寄付金収益 

2 号基本金に

組入れ 

長期運営資金に係る借入

金元金償還に対するもの 

正味運営資金借入金元

金償還寄付金収入 

長期運営資金借入金元

金償還寄付金収益 

 

寄附物品 

（※） 

1 件 10 万円未満相当 経常経費寄付金収入 経常経費寄付金収益  

1 件 10 万円以上相当 （C/F 仕訳なし） 固定資産受贈額  

※ 飲食物、即日消費されるようなものは、寄附物品としては扱わない。 

 

 

 

 



 

35 

 

（１２） 内部取引 

社会福祉法人が有する異なる事業区分間の取引、同一事業区分間の拠点区分

間の取引、同一拠点区分内のサービス区分間の取引において資金の移動があっ

た場合に、計算書内で相殺処理をすることを、内部取引といいます。 

 

内部取引の類型とその取扱い 

区分 取引内容 相殺消去する計算書類等 勘定科目 

事業区分間 内部取引 資金収支内訳表 事業区分間繰入金収入・支出 

事業区分間長期借入金収入・貸付金支出 

事業区分間長期貸付金回収収入・借入金返済支出 

事業活動内訳表 事業区分間繰入金収益・費用 

事業区分間固定資産移管収益・費用 

内部貸借取引 貸借対照表内訳表 事業区分間貸付金・借入金 

1 年以内回収(返済)予定事業区分間長期貸付金・借入金 

事業区分間長期貸付金・借入金 

拠点区分間 内部取引 事業区分資金収支内訳表 拠点区分間繰入金収入・支出 

拠点区分間長期借入金収入・貸付金支出 

拠点区分間長期貸付金回収収入・借入金返済支出 

事業区分事業活動内訳表 拠点区分間繰入金収益・費用 

拠点区分間固定資産移管収益・費用 

内部貸借取引 事業区分貸借対照表 拠点区分間貸付金・借入金 

1 年以内回収(返済)予定拠点区分間長期貸付金・借入金 

拠点区分間長期貸付金・借入金 

サービス区分間 内部取引 拠点区分資金収支明細書 サービス区分間繰入金収入・支出 

 

（１３） 会計責任者 

会計責任者については理事長が任命することとし、会計責任者は取引の遂行、

資産の管理及び帳簿その他の証憑書類の保存等会計処理に関する事務を行い、

または理事長の任命する出納職員にこれらの事務を行わせるとされています。

（課長通知１(2)） 

なお、会計責任者と出納職員の兼務を避け、内部統制に配慮した業務分担を

行うこととなっています。（23 年 Q＆A 問 17） 
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第８節 社会福祉充実計画  

 

（１） 社会福祉充実計画について 

社会福祉充実計画については、社会福祉法人が保有する財産のうち、事業継

続に必要な「控除対象財産」を控除してもなお一定の財産が生じる場合に、「社

会福祉法人財産」を明らかにした上で、社会福祉事業等に計画的に再投資を促

すとともに、公益性の高い法人としての説明責任の強化を図るために策定する

ものです。 

社会福祉充実計画は、社会福祉法人が自主的に判断し、作成することとなり

ますが、所轄庁は事業区域の需要及び供給に照らして、適切ではない点がない

か（著しく合理性を欠くものではないか）といった観点から審査承認を行いま

す。 

 

（２） 社会福祉充実計画に位置付けるべき事業の種類 

社会福祉充実計画に位置付けるべき事業は、以下の順にその実施について検

討し、行う事業を記載します。（「事務処理基準（別紙１－参考①）５．⑥」） 

① 社会福祉事業または法第 2 条第 4 項第 4 号に規定する事業に該当す 

 る公益事業（単なる現状復旧のための修繕、補修などは認められない。） 

② 地域公益事業（日常生活または社会生活上の支援を必要とする住民に 

 対して、無料または低額な料金で、その需要に応じた福祉サービスを提 

供する事業） 

③ 公益事業のうち、①及び②に掲げる事業以外のもの 

 

（３） 社会福祉充実計画の実施期間等 

計画は、原則として 5 年間の範囲で毎年度の社会福祉充実財産の全額につ

いて、一または複数の社会福祉充実事業を実施するための内容となっていなく

てはなりません。 

ただし、5 年間で計画を終了することが困難な時に限って、合理的な理由が

ある場合には、その理由を計画上に明記した上で、計画期間を最長 10 年間ま

で延長することが出来ます。 

 

【合理的な理由とは】 

① 社会福祉充実残額の規模からして、5 か年度の計画実施期間内に費 

消することが合理的ではない場合 

② 5 か年度の計画実施期間経過後に事業拡大や既存建物の建替を行う
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など、5 か年の計画実施期間経過後に社会福祉充実残額の使途につき、

明確な事業計画が定まっている場合 

※ 計画の実施機関の範囲で事業の始期（所轄庁による計画の承認日以降に限る。）

や終期、実施期間、各年度の事業費は、法人の任意で設定することが出来ます。 

 

（４） 社会福祉充実計画の作成手続き 

 

社会福祉充実計画は、原則として次の流れに沿って策定します。 

 

①社会福祉充実残額の算定 

 

残額がある場合                    残額がない場合 

                   社会福祉充実残額の算定結果の届出 

                  ※法第 59 条第 2項の「財産目録等」として提出 

 

②社会福祉充実計画原案の作成 

 

地域公益事業を行わない場合          地域公益事業を行う場合 

 

                      ③地域協議会等からの意見徴収 

                       （法第 55条の2 第 6項） 

 

④公認会計士・税理士等からの意見聴取（意見聴取に当たっては、 

監事監査の終了後とするなど、決算が明確となった段階で行う） 

（法第 55 条の 2第 5 項） 

 

理事会の承認 

 

⑤評議員会の承認（法第55 条の2 第 5項） 

 

 

⑥所轄庁への申請（6 月30 日まで） 

 

承認後、社会福祉充実計画の確定 

 

⑦計画に基づく事業実施 
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（５） 社会福祉充実計画の変更 

社会福祉充実計画上、社会福祉充実残額と、毎会計年度における社会福祉充

実残額に大幅な乖離が生じた場合は、再投下可能な事業費にも大きな影響を及

ぼすことから、原則として社会福祉充実計画の変更を行うことになっています。 

計画の記載内容の変更を行う場合は、軽微な変更を除き、所轄庁の承認が必

要となります。また、軽微な変更を行う場合は、所轄庁への届出が必要です。 

なお、軽微な変更を行う場合とは、各法人における事務手続きが円滑になる

よう、計画に位置付けられる事業内容に大幅な変更を及ぼさないことを前提に、

以下のようになります。 

 

 変更承認事項 変更届出事項 

事業内容関連 ・新規事業を追加する場合 

・既存事業の内容について、以下

のような大幅な変更を行う場合 

ア 対象者の追加・変更 

イ 支援内容の追加・変更 

・計画上の事業費について、20％

を超えて増減させる場合 

・既存事業の内容について、左記

以外の軽微な変更を行う場合 

・計画上の事業費について、20％

以内で増減させる場合 

事業実施地域関連 ・市町村域を超えて事業実施値域

の変更を行う場合 

・同一市町村内で事業実施地域の

変更を行う場合 

事業実施期間関連 ・事業実施年度の変更を行う場合 

・年度を超えて事業実施期間の変

更を行う場合 

・同一年度内で事業実施期間の変

更を行う場合 

社会福祉充実残額関連 ・事業費の変更に併せて計画上の

社会福祉充実残額について

20％を超えて増減させる場合 

・事業費の変更に併せて計画上の

社会福祉充実残額について

20％以内の範囲で増減させる

場合 

その他  ・法人名、法人代表者名、主たる事

務所の所在地、連絡先を変更す

場合 
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また、実際上の社会福祉充実残が、計画策定時の見込みの倍以上に増加した

場合も、計画の変更手続きが必要とされています。（「200％基準」） 

 

「200％基準」と「20％基準」の相違 

 規程箇所 基準の使用場面 基準対象となる増減割合 規程内容 

200％基準 Q&A(vol,３) 

問 71 

充実計画変更の

要否判断 

充実残額の計画策定時の

見込みからの増加割合 

(増加時のみ) 

200％以上の増加 

‥計画変更必要 

減少若しくは 200%未満の増加 

‥計画変更不用(任意) 

20%基準 事 務 処理基準

10 

充実計画の変更

の手続判断 

(承認か届出か) 

・充実計画上の事業費の

増減割合 

・事業費の変更に併せた

事業計画上の充実残額

の増減割合 

20%超の増減 

‥変更「承認」手続 

20%以内の増減 

‥変更「届出」手続 

 

（６） 社会福祉充実計画の終了（法第 55 条の 4）（規則第 6 条の 21） 

社会福祉充実計画の実施期間中に、やむを得ない事由により当該計画に従っ

て事業を行うことが困難な場合には、あらかじめ所轄庁の承認を受けて社会福

祉充実計画を終了することができます。 

 

この場合のやむを得ない事由とは 

① 社会福祉充実事業に係る事業費が見込みを上回ること等により、社 

会福祉充実残額が生じなくなることが明らかな場合 

② 地域の福祉ニーズの減少など、状況の変化により、社会福祉充実事業

の実施の目的を達成し、または事業の継続が困難となった場合 

 

（７） 社会福祉充実残額の算定式 

社会福祉充実残額は、次の計算式により算定します。 

（計算式） 

社会福祉充実残額＝①「活用可能な財産」―（②「社会福祉法に基づく事業に

活用している不動産等」＋③「再取得に必要な財産」＋④「必要な運転資金」） 

 

① 活用可能な財産＝資産―負債―基本金―国庫補助金等特別積立金 

② 社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等＝財産目録により 

特定した事業対象不動産に係る貸借対照表価額の合計額―対応基本金 

―国庫補助金等特別積立金―対応負債 
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③ 再取得に必要な財産＝【ア 将来の建替に必要な費用（建物に係る減

価償却累計額×建設単価等上昇率）×一般的な自己資金比率（％）】 

＋【イ 建替までの間大規模改修に必要な費用（建物に係る減価償却累

計額×一般的な大規模修繕費用割合（％））－過去の大規模修繕に係る実

績額（過去の大規模改修に係る実績額が不明な法人の特例あり）】 

＋【ウ 設備・車両等の更新に必要な費用（減価償却の対象となる建物

以外の固定資産（②において財産目録で特定したものに限る。）に係る減

価償却累計額の合計額】 

④ 必要な運転資金＝年間事業活動支出の 3 月分（控除しない特例あり） 

くわしい内容は、「社会福祉充実計画の承認等に係る事務処理基準」参照 

 

（８） その他 

① 社会福祉充実計画等の公表 

社会福祉充実計画を策定または変更し、所轄庁にその承認を受け、また

は届出を行った場合、法人のホームページにおいて、直近の社会福祉充実

計画を公表することとなっています。 

また、社会福祉充実計画に記載した社会福祉充実事業については、毎年

度、法人のホームページ等において公表に努めることになっています。 

 

② 社会福祉充実計画の保存 

社会福祉充実計画は、法人において、計画の実施期間満了の日から 10

年間保存しておくこととなっています。 

 

③ 翌年度以降の届出 

承認された社会福祉充実計画においては、社会福祉充実残額を算定し、

その結果（社会福祉充実残額算定シート）を計算書類等とともに、6 月末

までに所轄庁あてに届け出ることで足ります。（Q&A(vol.3)問 80） 

 


